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3 市長は、総合的かつ計画的な市政運営を行うよう努めます。
(総合計画‐)
第 15条  市長は、総合的かつ計画的な市政運営を図るための計画 (以下「総合計画」といい
ます。)を 策定 します。
2 市長は、総合計画について、常に検討と見直 しを行い、そ―の結乗及び達成状況を公表 し
ます。
(財政運営 )
第
116条 市長はヽ総合計画に基づいた健全な財政運営を 図 り、財政状況を公表 しなければな
りません。
2 市長は、予算編成過程において、市民からの意見を反映させるよう努めます。
(組織 )
第 17条  市長は、社会情勢及び地域の課題に柔軟に対応できる機能的な組織を編成するとと
もに、常にその見直 しに努めます。
(情報の公開及び提供 )
第 18条  市は、その保有するまちづくりに関する情報について、積極的に公開するととも
に、わかりやす く提供するよう努めます。
2 市は、市民からの情報公開の請求に対 し、適切にこれに応 じなければなりません。
3 前2項に定めるもののほか、情報公開に関 し必要な事項は、別に定めます。
(個人情報の保護 )
第 19条  市は、個人の権利及び利益が侵害されることのないよう、その保有する個人情報を
適正に保護 しなければなりません。
2 前項に定めるもののほか、個人情報の保護に関し必要な事項は、別1二定めます。
(行政手続 )
第20条 市は、行政手続における公正の確保及び透明性の向上を図 り、市民の権利及び利益
の保護に努め'ます :
2 市は、法令等に基づく不利益処分の基準及び申請に対する審査基準を定め、公表 しなけ
ればなりません。
3 前2項に定めるもののほか、行政手続に関し必要な事項は、房1に 定めます。
(行政評価 )
第21条 執行機関は、総合計画に基づ く施策等について、中立かつ公正な基準のもと、行政
評価を行うとともに、必要に応 じて外部評価を取 り入れます。
2 執行機関は、前項の規定による行政評価の結果を公表 します。
(附属機.関等の委員の選任 )
第22条 執行機関は、審議会、審査会、調査会等の委員 (以下「委員」といいます。)を 選任
する場合は、その全部又は一部の委員について、公募により選任 します。ただし、法令等

の定めによる場:合その他正当な理由_がある場合は、 この限 りではあ りません。

(説明責任 )
第23条 執行機関は、政策の立案から実施、評価までの各過程において、その経緯、内容、
効果等1こ ついヽて市民にわか りやすく説明 しな !ナればなりませんも

第7章  市民意思の表明及び尊重
(意見等への対応 )
第24条 執行機関は、市民からの意見、要望t苦情 t相談等 (以下「意見等」といもヽます。)
に対 して、迅速かつ的確に対応 します。
2 執行機関は、寄せられた意見等について、その事実関係等を調査 し、適切な対策を講ず
るとともに、施策等の改善に反映させるよう努めます。

(市 民政策コメン ト)
第25条 執行機関は、市民生活に重大な影響を及ぼす計画等の策定及び改定並びに条例等の
制定及び改廃を行う場合は、当該事項に関する情報を市民に提供し、意見を求めます。た

だし、緊急を要する場合その他正当な理由がある場合は、この限りではありません。
2 執行機関は、前項に規定する意見に対する市の考え方を公表 します。
3 前2項に定めるもののほか、意見の聴取に関し必要な事項は、別に定めます。
(住 民投票)
第26条  市は、市政の特に重要な事項について、事案ご―どにその都度条例で:定 めるところに
より、住民投票を実施することができます。
2 前項の条例は、それぞれの事案に応 じ、投票に付すべき事項、投票の手続、投票資格要
件その他住民投票́の実施に必要な事項 を定めます。
3 市は、第1項の規定による住民投票を実施 した場合は、その結果を尊重 しなければな りま
せん。
第‐8章  国及び自治体等との連携及び協力

第27条 市は、国及び県と対等であり、かつ、協力関係であることを踏まえ、相互に連携を
図るとともに、市民全体の利益のために自治の確立に努めます。
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